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公  告

 （九州地方整備局における交通事故等に基づく紛争解決業務に関する協定の締結） 

次のとおり公告します。

  令和４年２月４日

                                九州地方整備局長  

藤巻 浩之 

                                       記

１ 協定内容

 交通事故等に基づく紛争解決業務に関して基本的な事項を定める。 

２ 協定期間

  令和４年４月１日から令和７年３月３１日までの間とする。 

３ 実施範囲

 九州地方整備局管内とする。 

   （九州地方整備局管内とは山口県（下関市）、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、

大分県、宮崎県、鹿児島県とする。） 

４ 協定を希望する者に必要な資格に関する事項 

（１） 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定 

に該当しない者であること。 

（２） 当該業務に従事させる者は弁護士又は司法書士の資格を有しており、司法書士にお

いては、司法書士法第３条第２項に該当する司法書士であること。 

（３） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てがな

されていない者であること。 

破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始の申立てがなされてい

ない者又は破産手続開始の決定がなされていない者であること。 

（４） 九州地方整備局管内に事務所があり、業務を行っていること。 

九州地方整備局から要請があった場合、２日以内に業務着手ができる体制を確保で

きること。 

（５） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、 

国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ 

と。 

（６） 協定締結申請書関係説明資料の交付を直接受けた者であること。 
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５  協定締結申請書関係説明資料の交付期間、場所及び交付方法  

① 交付方法 

交付場所での手交、電子メール又は郵送等による交付とし、郵送等による交付

は郵送料等を別に必要とする。電子メール又は郵送等を希望する場合は、交付場

所に問い合わせを行うこと。また、交付を受けた説明資料等については、第３者

への受渡を行ってはならない。 

② 交付期間 

令和４年２月４日 から 令和４年２月２４日 まで 

（土日祝日を除く１０時００分から１７時００分まで） 

③ 交付場所 

       〒８１２－００１３ 福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 

九州地方整備局 総務部厚生課 専門員 

電 話：０９２－４７６－３５２０ 

ＦＡＸ：０９２－４７６－３４６０ 

６ 提出書類 

（１） 交通事故等に基づく紛争解決業務に関する協定申請書（様式１） 

（２） 添付書類 

     ① 事業概要書（様式２）又はこれに類する書類（パンフレット等） 

   ② 履行実績（様式３） 

平成２８年度以降公告日までに完了した案件（交通事故関係に限る） 

     ③ 証明書等の提出 

法 人…商業登記簿謄本の写し 

個 人…会員証の写し 

※司法書士においては、法人・個人に関わらず、司法書士法第 3 条第 2 項に

かかる認定の有無が確認できる書類を提出すること。 

   ④ 業務履行体制図（様式４） 

   ⑤ 会則等の写し（法人の場合） 

     ⑥ 業務実施可能な従事者数（様式５） 

   ⑦ 料金等の見積書（様式６） 

７ 提出書類の提出期限、場所及び方法 

① 提出期限 令和４年３月３日１７時００分 

② 提出場所 ５③に同じ 

③ 提出方法  

持参、郵送又は電子メールによる（提出期限必着）。提出書類は持

                 参、郵送又は電子メールのいずれかの方法で一括して提出するものと 

                 し、分割での提出は認めない。 

なお、電子メールを利用して提出する場合は、提出予定日の前日 

         １２時００分（提出予定日の前日が土日祝日の場合は前営業日）まで

         に、５③に連絡を行うこと。 

            また、電子メールを利用して提出する場合は、様式－１及び様式－

６を押印省略した場合のみ可（代表者印を押印して資料を提出する場
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合は、郵送又は持参に限る）とする。 

８ その他 

（１） 九州地方整備局が特に必要と判断した場合は、九州地方整備局管外への要請を

行う場合がある。 

（２） 個人及び弁護士事務所・司法書士事務所が協定締結を申請した場合、その所属

する弁護士会や司法書士会が申請し、要件を満たしていれば、個人及び弁護士事

務所・司法書士事務所とは締結しないものとする。 

（３） 提出された協定申請書の内容についてヒアリングを行う場合がある。

ヒアリングの日時については九州地方整備局総務部厚生課から連絡を行う。

（４） 協定申請書に虚偽の記載を行った場合は、当該申請書を無効とする。

（５） 提出された協定申請書は返却しない。ただし、申請を撤回する場合は、申請書 

   類の提出日から起算して７日（「休日」は含まない｡）以内に申し出ること。 

（６） 問い合わせ先 ５③に同じ 


